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はじめに 
 

近年、民間事業者によって、健康診断結果をはじめとする、体重、血圧、血糖値等の情報

（いわゆる Personal Health Record。以下「PHR」という。）を用いて、個人の健康維持や

生活改善の支援をはじめとした多種多様なサービスが提供されている。我が国の PHR に関

する取組としては、平成 29年６月にマイナポータルを通じた予防接種歴の提供が開始され

ており、その後も乳幼児検診結果、特定健診結果、レセプトの薬剤情報等を順次提供するこ

とを通じて、国民の予防、健康づくりの推進等が期待されている。 

上記を踏まえ、「健康・医療・介護情報利活用検討会 健診等情報利活用ワーキンググル

ープ」において、PHRの利活用に関して、目指すべき姿として、（STEP1）国民・患者が自ら

の保健医療情報を適切に管理・取得できるインフラの整備、（STEP2）保健医療情報を適切か

つ効果的に活用できる環境の整備、（STEP3）質の高い保健医療を実現するための保健医療

情報の活用（研究開発等の推進）が示された。 

このうち STEP2 において、安心・安全に民間 PHR サービス等を活用できるルールの整備

が求められ、具体的な課題として、①（マイナポータル API 連携に求める基準の整備を含

む）適切なルールの整備、②（マイナポータル API 連携に係るものを含む）ルールの要件

を満たしていることを証明するための仕組み及び③サービスの技術革新のスピードに対応

できる見直しの体制が示された。 

本民間利活用作業班では、７回の議論を行い、国民による安全・安心な民間 PHR サービ

スの利活用の促進に向け、PHR事業者として遵守すべき情報の管理・利活用に係るルールと

して、「民間 PHR 事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針」（以下「基本的指

針」という。）を策定した（別紙１）。また、基本的指針の策定における考え方及び解説につ

いては、Q&Aとしてとりまとめた。さらに、基本的指針のとりまとめの議論において指摘し

た、PHR事業者間において検討すべき事項等については、民間利活用作業班の報告書として

とりまとめた。 
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１．検討の経過 
１．１．第１回（令和２年２月 15日開催） 

国民の健康づくりに向けた PHRの推進に関する検討会 民間利活用作業班（第１回） 

  議事：(１)PHRに関する検討の進め方等について 

(２)民間 PHR事業者の現状について  

 民間利活用作業班の検討のスケジュール等の検討の進め方等について議論。 

  

１．２．第２回（令和２年２月 19日開催） 

   国民の健康づくりに向けた PHRの推進に関する検討会 民間利活用作業班（第２回） 

   議事：(１)民間 PHRサービスに関する論点について 

  民間 PHRサービスのユースケース、検討事項の整理等の今後の論点等について議論。 

  

１．３．第３回（令和２年４月 22日メール審議開催） 

  健診等情報利活用ワーキンググループ 民間利活用作業班（第３回） 

   議事：(１)民間 PHRサービスに係る基本的な考え方について 

  民間 PHRサービスに係る基本的な考え方として、民間 PHR事業者に求められる事項、今

後の取組等について議論。 

 

１．４．第４回（令和２年 10月 29 日開催） 

健診等情報利活用ワーキンググループ 民間利活用作業班（第４回） 

   議事：（１）自身の保健医療情報を活用できる仕組みの拡大について 

（２）本作業班における検討の進め方 

（３）健診等情報を取り扱う民間 PHR 事業者に求められる要件についての論点

整理 

（４）PHRサービス利用者へのアンケート調査方針  

  健診等情報を取り扱う民間 PHR 事業者に求められる要件についての論点等について議

論。 

 

１．５．第５回（令和２年 12月２日開催） 

 健診等情報利活用ワーキンググループ 民間利活用作業班（第５回） 

  議事：（１）今後の民間利活用作業班の進め方と検討スケジュールについて 

（２）健診等情報に関する PHR サービスを活用している健康保険組合等に対

するヒアリングの中間報告 

（３）民間 PHR 事業者による健診等情報の取扱いに関する要件について前回

の意見を踏まえた考え方（案） 

 民間 PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する要件について第 4回の意見を踏ま

えた考え方、基本的指針骨子案等について議論。 
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１．６．第６回（令和３年２月３日開催） 

健診等情報利活用ワーキンググループ 民間利活用作業班（第６回） 

議事：（１）PHRサービス利用者へのアンケート調査結果等 

（２）民間 PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針（案）

について 

PHRサービス利用者へのアンケート結果の報告及び民間 PHR事業者による健診等情報

の取扱いに関する基本的指針（案）等について議論。 

 

１．７．第７回（令和３年３月 25日開催） 

健診等情報利活用ワーキンググループ 民間利活用作業班（第 7回） 

議事：（１）民間 PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針（案）

について 

（２）民間利活用作業班報告書（案）について  

民間 PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指針及び民間利活用作業班

報告書のとりまとめについて議論。 
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２．民間 PHRサービス利用者へのアンケート調査結果等 
２．１．民間 PHRサービス利用者へのアンケート調査 
民間 PHRサービスが適切な形で普及展開されるための課題を明らかにし、民間利活用作業

班における議論に資するものとするべく、サービス利用実態及び安全性等についてサービス

を選ぶ際のポイントや留意点を明らかにすることを目的に、個人を対象としたアンケート調

査（以下「本体調査」という。）を実施した。以下がその結果サマリである。結果の詳細に

ついては別紙（３～25 ページ）を参照。 
 

【結果サマリ（本体調査・PHR利用状況）】 

 
 
【結果サマリ（本体調査・「民間 PHR事業者による健診等情報の取扱いに関する基本的指

針」（案）項目関連）】 
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上記の本体調査に加えて、健診等情報を取扱う PHR事業者の協力を得て、アンケート調査

（以下「追加調査」という。）を実施した。本体調査の「オンライン診療・診療予約」「健康

診断・医療費」「診療管理」「疾病管理」「お薬手帳」「出産・育児」のアプリ利用者及びそれ

以外の PHRサービス利用者と、追加調査における健診等情報を取扱う PHRサービス利用者の

データを元に比較を実施した。以下がその結果サマリである。結果の詳細については別紙

（26～32 ページ）を参照。 
 

【結果サマリ（追加調査）】 

 
 
２．２． 健診等情報に関する PHR サービスを提供している健康保険組合等に対するヒア

リング調査 
保険者（国保・健保）には、PHRサービスを活用して被保険者等の健康増進を図るものが

ある。民間利活用作業班における議論に資するものとするべく、被保険者等に向けた PHRサ

ービスの活用の現状と課題を把握するための保険者を対象とするヒアリング調査（ヒアリン

グ調査）を実施した。以下がヒアリング調査から得られた示唆（各団体から得た意見概要）

である（別紙（33～38 ページ）にも記載）。 
 

【ヒアリング調査から得られた示唆（各団体から得た意見概要）】 
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３．マイナポータル API 接続との関係 
 「はじめに」に記載したとおり、基本的指針はマイナポータル API連携に際して PHR事

業者に求める基準でもある。 

PHR事業者は、基本的指針の遵守状況についてチェックシートの確認事項に沿って確認

した結果を自らのホームページ等で公表し、基本的指針の遵守を明らかにした上で、「マイ

ナポータル API利用規約」（令和２年内閣府大臣官房番号制度担当室）に従って、マイナポ

ータルとの API連携の利用手続きを行い、サービスを提供することとなる。また、基本的

指針の見直し時には、一定の期間内に基本的指針を満たすような必要な対応を行うととも

に、遵守の状況について自らのホームページに公表した上で、内閣府大臣官房番号制度担

当室に、見直し後の基本的指針を遵守したことの報告を行うこととなる。 
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４．今後の検討課題 
 基本的指針の策定においては、本指針の範囲を超えた事項も含めて PHRサービスの発展

に向けて引き続き検討すべき事項についての意見も、委員から多く示された。具体的に

は、以下に記載する事項が挙げられるが、これに限らず、今後の技術の進歩及び PHRサー

ビスの利用拡大の中で発生する課題等について、更なる検討が望まれる。 

 

＜基本的指針の基本的事項に係る留意事項＞ 

・いわゆるライフログ等の利活用に際して留意すべき事項 

 

＜個人情報の適切な取扱いに係る留意事項＞  

・医師又は薬剤師等の氏名等を第三者提供する場合の取扱い 

 

＜健診等情報の保存及び管理並びに相互運用性の確保に係る留意事項＞ 

・同じデータの項目であっても、健診等において取得されたものと本人が入力したもの

とでは、計測方法及びデータ改変の可能性等の観点で違いが生じ得るため、区別した

管理の在り方 

・データの保存及び管理における、利用者による改ざん防止対策 

・PHR事業者間での健診等情報の直接的なデータ連携については、本人にとっての利便

性向上や対応コスト等の観点を考慮した事業者間での連携の拡大 

・より効率的なデータ管理及びポータビリティの仕組みの構築を検討した上での、情報

種別毎の名称及び単位等の統一並びに通信規格及び交換形式に係る標準化 

 

＜要件遵守の担保方法に係る留意事項＞ 

・第三者による証明が行われることがより望ましく、具体的な証明方法 

 

＜その他＞ 

・生活習慣病改善等に向けた PHRサービスを提供する場合の医療従事者等と連携したサ

ービスの提供 

・上記観点も踏まえて、最新の利用可能な技術及び知見等に基づき、より高い水準を目

指すサービスガイドライン（５．に記載）を策定して取り組むなど、先進的かつ高度

な取組の推進 
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５．より高いサービス水準を目指すサービスガイドライン 
国民による安全・安心な民間 PHRサービスの利活用の促進に向け、PHR事業者として遵

守すべき情報の管理・利活用に係るルールとして、基本的指針をとりまとめたところであ

るが、「４．今後の検討課題」に記載したとおり、引き続き検討が必要な課題がある。 

基本的指針については、個人情報保護法等の法令又はガイドラインの改正、本指針の運

用状況及び PHRサービス又はセキュリティ技術等の拡大等の状況の変化を踏まえて、必要

に応じて検討及び見直しを行うこととするが、例えば、「４．今後の検討課題」で示したラ

イフログ等の情報は本指針の対象としていないこと、また、通信規格や交換形式等に係る

標準化については民間主導での調整がおこなわれることが望ましいことなどから、本指針

とは別に、より高い水準の PHRサービスの提供のための民間事業者ガイドラインの策定が

望まれる。 

このガイドラインの検討については、PHR事業者間において、最新の利用可能な技術や

知見に基づき、より先進的・高度な取組を推進する観点で検討されていくことが期待され

る。また、このガイドラインの策定主体や、ガイドライン遵守の認定主体として、PHR事

業者による団体が設立されることにより、ガイドラインの効率的な検討や、利用者の利便

性向上に資することが期待される。 

なお、基本的指針の遵守状況、民間事業者によるガイドラインの検討状況等によって

は、国において、PHR事業者及び有識者の意見を踏まえつつ、このガイドラインの策定を

行うことも考慮すべきである。 
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健診等情報利活用ワーキンググループ 
民間利活用作業班 

構成員名簿 

 

（構成員（五十音順）） 

 

石見
い わ み

 拓
た く

 京都大学 環境安全保健機構 健康科学センター 教授 

宇佐美
う さ み

 伸治
し ん じ

 公益社団法人 日本歯科医師会 常務理事 

瓜生
う り ゅ う

 和久
かずひさ

 独立行政法人 情報処理推進機構 セキュリティセンター長 

落合
おちあい

 孝文
たかふみ

 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 弁護士 

鹿妻
か づ ま

 洋之
ひろゆき

 一般社団法人 保健医療福祉情報システム工業会  

保健福祉システム部会 健康支援システム委員会 委員長 

北岡
きたおか

 有喜
ゆ う き

 独立行政法人 国立病院機構京都医療センター  

医療情報部 部長 

北村
きたむ ら

 亮太
り ょ う た

 健康長寿産業連合会 

長島
ながしま

 公之
きみゆき

 公益社団法人 日本医師会 常任理事 

中山
なかやま

 健夫
た け お

 京都大学大学院 医学研究科 社会健康医学系専攻 

健康情報学分野 教授 

光城
み つ ぎ

 元博
も と ひ ろ

 一般社団法人 電子情報技術産業協会  

ヘルスケア IT 研究会 副主査 

宮田
み や た

 裕章
ひろあき

 慶應義塾大学 医学部医療政策・管理学教室 教授 

諸岡
もろおか

 歩
あゆみ

 公益社団法人 日本栄養士会 理事 

主査 山本
や ま も と

 隆一
りゅういち

 一般財団法人 医療情報システム開発センター 理事長 

渡邊
わたなべ

 大記
だ い き

 公益社団法人 日本薬剤師会 常務理事 
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